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（序文） 

日本放送協会（以下「協会」という）監査委員会は、放送法第４２条で、

監査委員３人以上をもって組織され、経営委員会委員の中から経営委員会

が任命し、うち１人以上は常勤とすること、また放送法第４３条で、役員

の職務の執行を監査することと定められている。 

監査委員会は、現在、常勤１人と非常勤２人の監査委員で構成されてお

り、放送法、協会の定款および監査委員会規程ならびに監査委員会監査実

施要領にのっとって監査を実施した。 

本意見書は、協会の平成２８年度（平成２８年４月１日～平成２９年３

月３１日）業務に関する監査について記したものである。本意見書では、

まず監査意見を示し、次に監査結果に影響するものではないが、協会の健

全な事業運営の徹底のために付記事項を、さらに監査方法および監査内容

を記載した。監査内容としては、会長、副会長、理事の職務執行の状況に

ついて、重点監査項目、その他の監査項目などに関して記載し、続いて経

営委員会委員の職務執行の状況について記載した。 
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Ⅰ 監査意見 

 後述の「Ⅲ 監査方法」、「Ⅳ 会長、副会長、理事の職務執行の監査」お

よび「Ⅴ 経営委員会委員の職務執行の監査」に基づく監査委員会の意見

は次のとおりである。 

１  事業の実施報告を記した業務報告書と協会の状況との間に重大な

齟齬は認められない。 

２ 役員の職務の執行に関する不正行為、または法令もしくは定款に著

しく違反する事実は認められない。 

３  内部統制に関する経営委員会の議決の内容および当該議決に基づ

き整備されている体制、ならびに執行について特に指摘すべき事項は

認められない。 
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Ⅱ 付記事項 

協会の健全な事業運営の徹底のために、以下の事項について監査委員会

の見解を付記する。なお、監査結果に影響するものではない。 

 

１ 内部統制の推進およびリスクマネジメントへの取り組みについて 

平成２８年度は、地域の放送局でタクシー券の不正使用など不祥事が相

次いで発覚し、協会への視聴者・国民の信頼を揺るがした。監査委員会は、

協会が改めて職員全員にコンプライアンス意識を徹底させ、チェック機能

や再発防止策が、日常の業務プロセスの中で確実に実行されることを強く

求める。そのためにも適正な要員と業務量で職場環境を整え、職場でのコ

ミュニケーションを大切にすることが重要である。また、受信料の契約・

収納業務を委託している会社の元社員が、不正な衛星契約の手続きを行っ

ていた事案に関しても、全国調査の結果や協会の指導の在り方を注視して

いく。 

協会が、全部局を対象に行ったリスクの「見える化」では、抽出した重

点リスクや新たな課題を、各部局が今後のリスクマネジメント活動に役立

てていくことが大切である。特に適正な業務・勤務管理は、内部統制の根

幹であり、協会全体にその意識が徹底され、確実に実行されることを強く

求める。 

ＮＨＫグループ全体での情報セキュリティの強化は、課題と対策が整理

され進められている。グループ全体の内部統制推進のためのシステム整備

と体制作りは、本体と関連団体が意見交換を行いながらコンセンサスをと

って進めていくことが大切であり、協会の指導の在り方を注視していく。 

 

２ グループ経営改革の取り組みについて 

協会は、グループ全体での最適な業務体制の構築に向け、所管部局によ

る新たな子会社管理のシステムの構築や、自主事業も含めた業務の「見え
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る化」の実行、三様監査の拡充やリスク抽出活動、ＩＴセキュリティ強化

など、グループ経営改革を計画的に推進している。監査委員会は、協会が

１１月に策定した「グループ経営改革の検討課題」への取り組み状況につ

いて、随時、報告を求めていく。特に新サービスなど重点業務への経営資

源配分や、地域支援の議論をきっかけとした本体と関連団体との連携およ

び再編、会計検査院からも国会に報告された利益剰余金の在り方等に関し

て、協会がどのように取り組み、グループ全体のガバナンスを強化してい

くか、その進捗を注視していく。 

多額不正事案が発覚したＮＨＫアイテックでは、抜本改革の取り組みを

進め、組織改革、人事制度改革、調達改革などが具体的に動き出している。

こうした改革の取り組みが日常業務の中に定着していくことが重要で、引

き続きその進捗を注視していく。  

 

３ 新たなメディア環境への取り組みについて 

協会は、平成２８年８月から４Ｋ・８Ｋ試験放送を開始し、２９年１月

に４Ｋ・８Ｋ実用放送の基幹放送事業者として認定された。 

また、インターネットによる放送番組の同時配信を、熊本地震等の災害

報道や、試験的提供によりリオデジャネイロオリンピック・パラリンピッ

クなどで実施した。 

協会が、新たなメディア環境に対応してどのような放送・サービスを提

供するのか、そのための技術的、組織的、財政的な基盤をグループ全体で

どのように整えるのか、さらに受信料制度とその運用の在り方をどのよう

に提言するのか、監査委員会は注視していく。限られた時間の中で、視聴

者・国民の十分な理解を得て、民間放送事業者をはじめとする関係者と意

思疎通を図り、迅速かつ的確に取り組んでいくことが重要であると認識し

ている。 
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４ 放送センター建て替えに向けた取り組みについて 

協会は８月、放送センター建替の基本計画を公表した。１２月、外部の

専門家で構成する技術審査委員会を設置し、２９年度の業者選定に向けた

募集要綱の作成を進めた。 

監査委員会は、放送センター建替の進捗状況について随時、報告を求め

ていく。一連の業務執行が適正にかつ十分な公平性と透明性を確保して進

められ、協会が確実に説明責任を果たしていくことを注視していく。 

 

５ 国際発信力の強化に向けた取り組みについて 

協会は２８年度、ニュース番組でアジアの情報発信を強化し、観光情

報番組や大相撲のダイジェスト番組を新設するなど、国際放送の充実に

取り組んだ。また、全国の放送局と連携した地域情報の発信、大型番組

の国際共同制作、教育コンテンツの外国語版制作など、ＮＨＫの強みを

生かして世界への情報発信や国際展開に取り組んだ。 

 ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて国際放送に

求められる期待と役割はますます大きくなっている。海外の視聴者や訪

日外国人のニーズが多様化する中で、国際放送の番組内容をさらに充実

させるとともに、インターネットサービスを一層、強化することが必要

である。監査委員会は、協会がどのように強化の取り組みを進めていく

のか、引き続き注視していく。 

 

６ 平成２９年度予算の国会審議について 

平成２９年度の協会予算は、２９年３月３１日、国会で４年ぶりに全会

一致で承認された。協会は、２９年１月２５日に会長が交替し、ガバナン

スの強化を大前提としたうえで、放送と通信の融合の大きな変革の時代に、

財政、技術、組織の基盤を整え、公共メディアとして効率的・効果的な放

送・サービスの提供を目指し、執行部がコンセンサスをとって経営を進め
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ていくとした。監査委員会は、協会が予算をめぐる国会審議および衆参両

院の総務委員会での附帯決議を受けて、今後どのように業務を遂行してい

くのか、注視していく。 
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Ⅲ 監査方法  

監査委員会は、放送法第２９条第１項第１号ハに掲げる事項に関する経

営委員会議決の内容および当該議決に基づき整備されている体制（内部統

制）の状況について、報告を受け意見を表明し、かつ監査委員会規程第３

条第２項第３号に基づき定めた監査実施方針等にしたがって、役員の職務

の執行を監査した。 

監査委員会の監査方法は、以下のとおりである。 

内部統制の整備と運用については、会長を委員長とするリスクマネジメ

ント委員会が５回開催され、出席して対応状況を確認した。また、リスク

管理室から、内部統制の推進について定期的に報告を受けるとともに意見

交換を行った。コンプライアンスに関わる事案が発生した場合には、その

都度報告を受け、理事や部局長等に背景や今後の対応策を確認した。職員

に対する懲戒処分が決定された場合は、処分の内容や理由の説明を受けた。 

ＩＴ統制の推進については、ＮＨＫグループ全体のＩＴ統制の強化を目

的として設置されたＩＴ統制委員会が６回開催され、出席して対応状況を

確認した。 

内部監査の状況については、内部監査室から定期的に報告を受けたほか

意見交換を行った。監査結果で改善が必要と指摘された事項については、

その後の改善状況について内部監査室に説明を求めるとともに、必要に応

じ関係者から聴取し、背景や今後の取り組みを確認した。 

協会による子会社管理状況については、内部統制関係議決の改正（平成

２８年４月１日施行）を受け、関連事業統括理事から定期的に報告を受け

るとともに、子会社１３社すべての社長へのヒアリングを実施し、さらに

内部監査室から関連団体調査結果の説明を受けた。 

重要業務の執行状況については、原則毎週開催される理事会・役員会に

出席または資料等を査閲して確認した。その他の重要な会議としては、２

回開催された関連団体協議会に出席した。さらに、経営の諸課題などを検
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討することを目的に設立された、会長、副会長、理事等からなる「経営企

画会議」（平成２９年１月２５日に「経営会議」に改変）の議論の状況につ

いて、経営企画局長から随時、報告を受けた。 

また、協会が作成した四半期業務報告書および業務報告書を査閲し、会

長、副会長、理事、部局長等から説明を受けた。さらに、松山、福岡、札

幌、仙台、広島、大阪、名古屋の７地域拠点局長、および室蘭、函館、高

松、熊本、横浜、前橋、旭川、山形、宮崎、和歌山、徳島の１１地域放送

局長から説明を受けた。訪問した放送局では非常時に備えた放送設備や番

組制作現場の視察等を行った。海外総支局ではアメリカ総局、ワシントン

支局の視察を行い、業務内容等の説明を受けた。本部では、災害対策訓練

や４Ｋ・８Ｋ試験放送のテクニカルオペレーションセンター等を視察した。 

経営委員会委員の職務執行の状況の確認については、原則月２回開催さ

れる経営委員会への出席、「経営委員会委員の服務に関する準則」の遵守

に関し全委員から提出された「確認書」等により行った。 

監査委員会を２５回開催した。２９年１月２４日に上田良一が監査委員

の職を辞し、１月２５日に新たに本田勝彦が監査委員に任命された。２９

年２月１６日に、新たに高橋正美が監査委員に任命され、同日、本田勝彦

が監査委員を退任した。 
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Ⅳ 会長、副会長、理事の職務執行の監査 

会長、副会長、理事の職務執行については、最初に平成２８年度監査実

施計画に基づく重点監査項目ごとに、協会の主たる取り組み状況と、会長、

副会長、理事の認識を記載する。続いて、その他の監査項目、さらに、財

政の状況等を記載する。 

 

１ 重点監査項目 

 （１）内部統制の推進およびリスクマネジメントへの取り組み 

①業務の取り組み状況 

協会は、ＮＨＫグループ全体でのコンプライアンスの徹底を大きな課題

とし、本部各部局および放送局で繰り返し指摘されている業務プロセス上

の課題の改善や、関連団体のガバナンス強化に取り組んだ。業務プロセス

上の課題の改善では、タクシーの使用要領の一部を改正して、適正使用の

推進を図るとともに、全部局でリスクの「見える化」のチェックシートに

よる重点リスクの点検などを行い、特に勤務実態の把握など労務関連のリ

スクについては、全国の責任者へ改めて注意喚起を行った。 

しかし、こうした活動の中で、年度の半ばから後半にかけて、地域の放

送局で不祥事が相次いだ。静岡放送局副局長の窃盗容疑での逮捕、横浜放

送局営業職員による着服、福島放送局記者のタクシー券の不正使用、そし

て山形放送局記者が強姦致傷等の容疑で逮捕されるなど、協会への信頼を

揺るがす事案が立て続けに起こった。また、長崎放送局が受信料の契約・

収納業務を委託している会社の元社員による、不正な衛星契約手続きも判

明した。 

協会は、公金の着服やタクシー券の不正使用等については、各放送局の

チェック体制等を再確認する緊急の全国調査を行い、それぞれの事案に関

しては再発防止策の徹底を指示し、さらに、不祥事の公表に関する規程な

どを定めた。また、営業の委託先会社元社員の不正については、全国で長
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崎と同様の不正な衛星契約がないかなどを確認する調査を行い、再発防止

の取り組みを進め、適正な契約手続きの徹底を図っていくとした。 

内部監査室は、定期監査として本部１３部局、海外７総支局、地域拠点

局３局、地域放送局２１局の監査、およびシステム監査、放送センター建

替業務監査を実施した。また、２８年度はＮＨＫグループのガバナンス・

内部統制強化を目的として、子会社１３社すべてで、自主事業も含めた業

務プロセスの調査を実施した。 

情報セキュリティの強化に関しては、２８年度のＩＴ統制重点活動にの

っとって、高度化するサイバー攻撃への対策を進め、グループ全体のネッ

トワーク監視や各関連団体におけるＩＴリスクの調査などを行った。２月

１日から３月１８日のサイバーセキュリティ月間では、リオ五輪でのセキ

ュリティ対策を題材にした勉強会などを実施した。 

 

②会長、副会長、理事の認識 

コンプライアンス統括理事は「不祥事の再発防止は対症療法だけではだ

めで、複雑なルールの見直しや、ＩＣＴの導入によるチェック機能の刷新

など、踏み込んで取り組まなければならない。内部統制は、管理や監視が

強化されるだけではなく、働き方がより良くなるということを実感しても

らうことが重要だと思う」との認識を示した。 

人事・労務担当理事は「労務リスクへの対応として、勤務管理をする管

理職がコスト意識や人材育成の意識を高め、業務スクラップなどによる働

き方改革に危機感をもって取り組んでいかなければならない」との認識を

示した。 

情報システム・セキュリティ統括理事は「情報セキュリティ強化のため

には、専門的なノウハウとマンパワーが必要だ。ＮＨＫグループを活用し

て、子会社にいる情報処理の資格を持った技術者などの人的資産を最大限

有効に使っていきたい」との認識を示した。 
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副会長は「内部統制の仕組み、制度は整ってきたが、これからどう実効

性を上げていくかが課題だ。サイバー攻撃については、実際に外国の放送

局でも被害が出ており、情報セキュリティの強化は必須である。放送の継

続と情報漏えい防止は、次期経営計画でも重要な柱になると思う」との認

識を示した。 

会長は「不正が起きると、その都度、再発防止のためにルールを改めて

きたが、ルールが複雑化して、かえって徹底されにくい面も出てきた。ル

ールとそのチェック体制、さらには倫理教育など、不祥事を起こさせない

効果的で効率的な仕組みを根本から考えていきたい」との認識を示した。 

 

（２）グループ経営改革の取り組み 

①業務の取り組み状況 

協会は、グループ全体での最適な業務体制の構築に向け、関連団体の評

価の在り方を、これまでの主に財務指標の増減で評価する仕組みから、協

会が求める役割の達成や、効率的な業務運営、ガバナンス強化への取り組

みなどを重視する仕組みへと見直した。また、子会社の業務の「見える化」

を自主事業にまで拡大し、協会が子会社の業務全体を把握したうえで、本

体および関連団体の役割分担を明確にする方針を示した。子会社等に対す

る指導・監督機能の強化に関しては、これまでの関連事業局等による横断

的な「ヨコ」の管理に加え、各子会社を所管する部局による「タテ」の管

理を明確に定め、毎月、マネジメント連絡会を開催するようにした。さら

に、子会社の利益剰余金の適正な還元についても検討を進め、必要運転資

金の圧縮や特例配当の考え方などを明記した新しい配当方針を定めた。 

協会は１１月、「グループ経営改革の検討課題」として、より効率的な連

携やガバナンス強化等の４項目を策定し、これを軸にグループ経営改革を

進めていく方針を打ち出した。検討課題の一つである地域支援については、

関連団体のサポートの在り方に関して、全国調査とヒアリングを開始した。 
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協会は２８年度、「関連団体リスク点検チェックシート」を新たに導入

し、３月末までに、各団体で取り組んでいるリスクコントロール状況の報

告が行われた。内部監査室は、子会社１３社すべてで、自主事業も含めた

業務プロセスの調査を実施し、２月にはその調査結果を踏まえたスキルア

ップ研修を実施した。また、内部監査室の専門性の高い人材を子会社に非

常勤監査役として就任させ、指導監督機能を強化させた。 

多額不正事案を受けてＮＨＫアイテックでは、４月に発足した「経営改

革プロジェクト」を中心に抜本改革の取り組みが進められ、人事制度の見

直し、リスクマネジメント体制の再構築、管理職改革や地域組織の再編な

どを行った。 

 

②会長、副会長、理事の認識 

関連事業統括理事は「グループ経営改革の取り組みとして、子会社業務

の『見える化』を行い、自主事業も含めて子会社がそれぞれどういう業務

を担っているかをきちんと把握できたことは大きな意味があった。委託業

務の適正化、効率化という面だけではなく、今後はこれをもとに本体と関

連団体の役割分担の見直し、関連団体の中での業務の再分担など、グルー

プ全体のフォーメーションを検討していきたい」との認識を示した。 

地域改革プロジェクト統括理事は「グループ経営改革と地域支援は連動

していて、拠点局によっては関連団体に新たな報道支援を試験的に担って

もらうよう動いている。地域のイベントや番組支援でも、関連団体の支援

の在り方を模索していて、地域の事情にあわせて多様性を重視して取り組

んでいきたい」との認識を示した。 

副会長は「ＮＨＫグループの一体経営を進めるには、幹部クラスの人事

交流を日常的に推進していくことが大切だ。互いの皮膚感覚が分かってく

ると、グループ経営はさらに目に見える形で動き出すと思う」との認識を

示した。 
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会長は「ＮＨＫが新たなメディア環境に対応していくには、グループ経 

営の徹底が欠かせない。業務の『見える化』の取り組みを受けて、次は、

業務分野ごとにＮＨＫ本体と関連団体、外部プロダクションがそれぞれど

ういう役割を担うかを、担当理事を中心に整理していく」との認識を示し

た。 

 

（３）新たなメディア環境への取り組み 

①業務の取り組み状況 

協会は、平成２８年８月１日から衛星による４Ｋ・８Ｋ試験放送「ＮＨ

Ｋスーパーハイビジョン」を開始した。全国の放送局に受信設備を配備し、

リオデジャネイロオリンピックをはじめとして、パブリックビューイング

を実施した。また、番組全編にわたって初めて８Ｋで国際共同制作した特

別番組「ルーブル 永遠の美」など、４Ｋ・８Ｋコンテンツの開発にも取

り組んだ。４Ｋ・８Ｋ実用放送に向け、総務省に対して、ＢＳ右旋で４Ｋ

放送およびＢＳ左旋で８Ｋ放送の業務認定申請を行い、１月に基幹放送事

業者として認定された。 

協会は、熊本地震関連など、国民生活や社会全体に大きな影響を及ぼす

緊急ニュースについて、放送と同時にインターネットで提供した。６月に

は最新ニュースや災害・気象情報、ライブ映像などを提供する「ＮＨＫニ

ュース・防災アプリ」をリリースした。８月のリオデジャネイロオリンピ

ックで、インターネットによるテレビ放送同時配信を行い、また、１１月

から１２月にかけて、総合テレビに加えてＥテレで同時配信と見逃し配信

の実験を実施し、視聴者ニーズの把握や配信の負荷、権利処理の課題など

を検証した。ラジオ放送のインターネット同時配信「らじる★らじる」は、

９月１日から新たに札幌・広島・松山・福岡を加えてすべての地域拠点局

でサービスを始めた。 

協会は、１２月に総務省の「放送を巡る諸課題に関する検討会」で、  
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２０１９年からテレビ放送の常時同時配信を段階的に実施したい意向を

表明し、民間放送事業者とともにヒアリングを受けた。一方、２月には会

長の諮問機関として外部の有識者を委員とする「ＮＨＫ受信料制度等検討

委員会」を立ち上げ、常時同時配信の負担の在り方や、公平負担徹底の在

り方、受信料体系の在り方についての議論を開始した。 

 

②会長、副会長、理事の認識 

技術統括理事は「技術研究は幅広にいろいろなことに取り組んでいるが、

どの技術をどのようなサービスに生かすのか、経営方針として決定するこ

とが重要だ。８Ｋは放送だけに生かすのでなく、ふさわしい分野、例えば

医療や教育、芸術などへ、ＮＨＫグループとして展開が図れるのではない

か」との認識を示した。 

ネット展開統括理事は「新しいサービスへの取り組みと受信料制度の在

り方の検討が大きな課題である。公共メディアとして、信頼や安全・安心

など視聴者の求める意識を十分把握し、様々なサービスを展開することが

使命だと思っている。その前提として、受信料の財源が安定的に確保され

ることが重要である」との認識を示した。 

放送統括理事は「地元日本で開催される東京オリンピック・パラリンピ

ックは、視聴者ニーズに応え、世界最高水準のサービスを提供していくこ

とが求められる。放送とデジタルが緊密に連携したサービスのべストミッ

クスの在り方を模索していく」との認識を示した。 

副会長は「ネット時代にあっても協会が追求すべきは公共性である。公

共メディアになっても、災害に加え教育や地域が大事であることには変わ

りはない」との認識を示した。 

会長は「公共メディアとして、４Ｋ・８Ｋとインターネットサービスを

具体的にどういう形で取り込んでいくかは最大の経営課題の一つである。

その財政的基盤である受信料制度がどうあればよいのかということとあ
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わせて、こうした課題にしっかり対応していく」との認識を示した。 

 

（４）放送センター建て替えに向けた取り組み 

①業務の取り組み状況 

 協会は、東京・渋谷の放送センターを２０２０年から現在の敷地で順次建

て替え、あわせて３つの建物を２０３６年までに建設するとした基本計画を、

８月、経営委員会の了承を受けて公表した。 

協会は、基本計画に沿って、２９年度の業者選定に向けた募集要綱の作成

を進めており、業者募集の準備段階から業者決定までの過程において、より

高い透明性と公平性を確保するため、外部の専門家で構成する技術審査委員

会を設置した。さらに、内部監査室において新たに監査法人も含めた専門チ

ームを編成し、建替業務に関する中長期の監査方針を作成して、放送センタ

ー建替業務の監査を開始した。 

 

②会長、理事の認識 

新放送センター業務統括理事は「建替業務については、業者募集に向け

た作業と、工事期間中の事業継続など現在地での建て替えに伴う諸課題の

検討が大きな柱である。このプロジェクトを完遂させるために、業者選定

における公平性・公正性の確保といったリスクマネジメントを適切に行い、

透明性を高くして説明責任を果たしていく」との認識を示した。 

会長は「今後、業者選定という重要なプロセスを迎える中で、リスクマ 

ネジメントには特に細心の注意を払う。事業継続の課題にもいろいろな工

夫をしながら取り組んでいく」との認識を示した。 

 

（５）国際発信力の強化に向けた取り組み 

①業務の取り組み状況 

 協会は２８年度、東京オリンピック・パラリンピックを４年後に控え海
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外発信の強化を進める中で、ニュースの充実、国内放送とのさらなる連携、

日本への関心を高める番組編成などを重点に国際放送の刷新に取り組ん

だ。 

 外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴＶ」では、基幹ニュース

「NHK NEWSLINE」で「Eye on Asia」のコーナーを新設してアジアの情報

発信を強化し、「NEWSROOM TOKYO」でキャスターがアメリカ大統領選挙を

ワシントンから中継で伝えるなど、ニュース番組の充実を図った。 

 熊本地震から半年となる１０月には、九州の各放送局と連携して現地か

ら復興への取り組みなどを伝えたほか、２８年度に地域の放送局が国内で

放送したニュース企画など３３２本を英語化して発信し、地域情報の海外

発信強化に取り組んだ。 

 訪日外国人が増える中で実用的な観光情報番組「J－Trip Plan」や、海

外でも人気が高い大相撲のダイジェスト番組「GRAND SUMO Highlights」

を新たにスタートさせた。 

 また、協会は国際放送の一層の普及を図るため、シンガポールやインド

ネシア、アメリカで、番組のトークショーなどのプロモーション活動を実

施したほか、放送後にインターネットで一定期間視聴できる「ビデオ・オ

ン・デマンド」で提供する番組を２８番組に倍増した。  

さらに、協会は国際展開も積極的に進め、ＮＨＫスペシャル「大アマゾ

ン」「ディープ・オーシャン」「戦艦武蔵の最期」などの大型番組の国際共

同制作を行ったほか、ベトナムでは、子会社の日本国際放送とＮＨＫエデ

ュケーショナルが協力して、Ｅテレの幼児番組「いないいないばあっ！」

の現地語版を制作して放送した。 

 

②会長、理事の認識 

国際放送統括理事は「海外から日本の地方への関心が高まっており、地

域情報の発信をさらに強化するとともに、コンテンツの多言語化やＳＮＳ
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による発信も充実させていく。訪日外国人のさらなる増加が見込まれる中、

滞在中に災害などから身を守ってもらうための情報伝達も必要だ」との認

識を示した。 

会長は「国際放送は、流すだけでなく、実際に見てもらわなくてはいけ 

ない。インターネットも利用してもらえるように、ＮＨＫワールドＴＶの

アプリやオンデマンドサービスについて、もっと知ってもらうプロモーシ

ョン活動に力を入れていきたい」との認識を示した。 

 

２ その他の監査項目 

（１）災害報道の取り組み 

 協会は、４月に震度７を２度観測した熊本地震で、東日本大震災の教訓

を踏まえて命と暮らしを守るための情報を確実に届けるため、インターネ

ットによるニュースの同時配信を実施し、初めて地域拠点局のテレビ放送

や地域の放送局のラジオ放送も提供した。緊急報道に備えて整備を進めて

きたインターネット回線を使ったＩＰ中継で、本震の発生から１１分後に

は現地の映像を流すなど、これまで以上に迅速に状況を伝えた。病院の受

け入れ状況や給水所などのライフライン情報については、一部を東京で電

話取材して原稿を作成する遠隔支援を初めて実施した。この地震で熊本県

南阿蘇村の中継放送所が被災し復旧困難となったが、東日本大震災の教訓

を踏まえた機能強化で配備した非常用送信車で放送を確保した。さらに、

子会社や民間放送事業者とともに仮設送信所を開設して放送を継続した。

熊本地震では、ピーク時は１日で６００人以上となった全国からの応援者

の把握で課題が浮かび上がり、協会は的確な安全管理や効率的な業務支援

を行うための要員情報システムや電子地図システムの開発を進めた。 

また、８月に観測史上初めて東北地方太平洋側に上陸した台風１０号で

は、夜間でも災害状況を確認できる高感度カメラを活用したり、ＩＰ映像

をクラウド上で各放送局が同時に受信できる「Live-U マルチポイント」も
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活用したりして、防災・減災報道を展開した。台風１０号の際の高齢者施

設での避難をめぐる課題などを教訓に、協会は視聴者が災害の危険性を自

分のこととして受け止められるよう、よりきめ細かな防災・減災報道の伝

え方について検討を進めている。 

協会は２８年度、インターネット上に公開されている災害や事故に関す

る情報を自動的に感知し、ニュースの現場に通知する「一報覚知システム」

の運用を始めるなど、緊急報道への備えを強化した。 

 報道担当理事は「災害時に市町村の単位で危ないと呼びかけるだけでは

被害は防げない。危険が迫っている場所は詳しい『字』（あざ）まで伝える

など災害報道の手法を改善していく。災害時にスマートフォンなどで情報

を得る人が増えており、インターネットによるきめ細かい情報発信も一層、

強化していく」との認識を示した。  

 

（２）編成・番組の取り組み 

協会は２８年度、より身近で信頼できるメディアへの発展と、将来の公

共メディアへの進化を見据え、挑戦と改革を進めるとして番組の制作・編

成に取り組んだ。 

総合テレビは平日夜間で大規模な番組改定を行った。その結果、演歌か

らＪ－ＰＯＰまで多彩な歌手が出演する「うたコン」や、１週完結にリニ

ューアルした「鶴瓶の家族に乾杯」など、新設したり拡充、移設したりし

た番組の多くで世帯視聴率が前年を上回った。しかし、課題としていた現

役世代の視聴率は、６０歳以上との違いが依然として残された。 

協会は、伊勢志摩サミットやオバマ大統領の広島訪問を現地の中継を交

えて放送するなど、視聴者の関心が高い出来事を特設ニュースで伝えた。 

また、ＮＨＫスペシャル「私は家族を殺した“介護殺人”当事者たちの

告白」、「調査報告 相模原・障害者殺人事件」、「見えない“貧困”～未来を

奪われる子供たち～」など、日本社会の課題に迫る番組を放送した。 
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さらに、イギリスのＥＵ離脱の是非を問う国民投票やアメリカ大統領選

挙について、世界情勢の動向と今後の日本に及ぼす影響を考える特集番組

を編成した。 

ラジオでは「震災６年 福島避難者迫られる決断」の特別番組を編成し

たほか、「ＮＨＫジャーナル」でリスナーの関心が高いがん治療について

特集シリーズを組んだ。 

インターネットサービスでは、相模原市の障害者殺傷事件の犠牲者１９

人のエピソードを紹介する特設サイト「１９のいのち」を設けたほか、さ

まざまな番組の魅力をネット動画のコンテンツで若い世代に向けてＳＮ

Ｓなどで発信する「１．５チャンネル」を開始するなど、ニュースや番組

と連動したネットによる情報発信を強化した。 

協会は、１０月から録画再生での視聴を示す「タイムシフト視聴率」や、

リアルタイムと録画再生のいずれかでの視聴を示す「総合視聴率」を利用

して、番組の視聴動向の把握を進めた。 

番組担当理事は「必ずしもすべての番組で現役世代の獲得を目指すので

はなく、番組ごとにターゲットの年代を定めて内容を工夫することも大切

だ。若い世代にはＳＮＳの『１．５チャンネル』などの取り組みに接触し

てもらい、ＮＨＫのテレビを見てもらうきっかけを作りたい」との認識を

示した。 

放送統括理事は「若い世代がテレビを見なくなっているが、映像コンテ

ンツそのものに関心がなくなっているわけではない。いつでも好きな時に

コンテンツに触れられるようにするなど、若い世代に向けた見せ方を根本

的に考えていく必要がある」との認識を示した。 

 

（３）オリンピック・パラリンピックの取り組み 

 協会は、リオデジャネイロオリンピック・パラリンピックで、過去最大

規模のデジタルサービスを展開し、４Ｋ・８Ｋ放送のノウハウを蓄積する
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とともに、２０２０年の東京大会での放送・サービスの課題を検証した。 

オリンピックでは、海外でのオペレーションとしてはこれまでで最も多

い約３７０人の職員を現地に派遣した。デジタルサービスでは、テレビの

放送を同時にインターネットで配信する「試験的提供Ａ」を競泳や卓球な

どの決勝種目を中心に実施した。中継放送していない競技の映像をインタ

ーネットで提供する「ライブストリーミング配信」は、ロンドン大会の３

倍近い２,５００時間あまりを提供した。競技のハイライト場面をコンパ

クトにまとめた「ハイライト動画」は、タイトルを興味を引くよう工夫し、

ＹｏｕＴｕｂｅのＮＨＫ公式チャンネルでも配信して若い年齢層にもよ

く見られた。また、８Ｋ中継車２台を現地に派遣して合計７２時間制作し、

スーパーハイビジョンの試験放送で中継、もしくは録画で放送した。  

一方、パラリンピックでは初めて競技の中継放送を行い、テレビの放送

時間は合計１３３時間と前回のロンドン大会の約３倍になった。また、Ｅ

テレでは、障害がある人たちに向けて、字幕や解説音声に加えて手話を付

けたユニバーサル放送を行った。 

協会は、１０月に「２０２０東京オリンピック・パラリンピック実施本

部」を発足させ、実施本部の役割や東京大会への課題などについて地域拠

点局で説明会を開き、大会に向けた取り組みについての情報共有を図った。 

ＢＳ１では週末にオリンピック・パラリンピックゾーンを新設し、出場

を目指す選手や支える人たちを紹介する「東京オリパラ団」などの番組を

開始した。 

実施本部長を務める放送統括理事は「東京大会ではスーパーハイビジョ

ンを生かして放送を高度化するとともに、インターネットサービスを一層

充実させて、いつでもどこでも見たい映像や知りたい競技情報を提供して

いく。パラリンピックでは競技の魅力を伝えるとともに、障害者との共生

社会への理解を深める多様な放送・サービスを展開したい」との認識を示

した。 
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（４）営業改革の推進 

協会は、受信料の公平負担の徹底に向け、２９年度末に「支払率８０％」

「衛星契約割合５０％」とする目標を掲げ、営業改革を推進するとともに、

受信契約の増加と受信料の確実な収納に取り組んだ。 

より効果的・効率的な営業活動を推進するために、法人への委託を積極

的に進め、２８年度末の法人委託による世帯カバー率は大都市圏で６４％、

取次に占める割合も大都市圏で７９％となった。 

また、「訪問によらない契約・収納手法の開発」に引き続き取り組み、ガ

ス事業者との連携強化による住所変更取次や、郵便局の情報に基づく転居

者への文書送付、電話料金等との一括支払いなどの拡大を図った。 

支払率８０％を目指して、全局体制で取り組んでいる「ターゲット８０」

活動では、大都市圏対策として東京都荒川区で「ＮＨＫコミュニティー・

スクールｉｎ南千住」を開催したほか、東京を中心に首都圏を掘り下げる

情報番組「ＴＯＫＹＯディープ！」や地域ドラマなど、放送番組やイベン

トなどと連動した営業活動を展開した。 

契約総数の増加は５２万件、衛星契約の増加は６９万件となり、いずれ

も年度目標を達成した。２８年度末の支払率は７９％となり、２７年度末

に比べ２ポイント上昇した。衛星契約割合は５０％となり、１年前倒しで

目標値に到達した。受信料収入額は６,７６９億円で、営業経費率は１０.

８％（前年度比０.２ポイント減）となった。 

一方で、ふれあいセンターに寄せられる訪問要員に関するお客様からの

ご意見が増加し、委託先会社の元社員による不正な衛星契約手続きも発生

した。協会は、全国で同様の不正な契約手続きがないか調査を行うととも

に、訪問要員のお客様対応の品質向上に取り組んでいる。 

営業統括理事は「２８年度は受信契約数が４，０００万件に、衛星契約

数が２，０００万件に到達するなど、計画を上回る業績を確保し、大きな

節目の年になった。一方で、訪問要員の確保と法人委託の質の向上が課題
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であり、指導・育成に重点的に取り組んでいく」との認識を示した。 

 

（５）組織改革・人材育成の取り組み 

協会は、「取材・制作力の強化」「新サービス対応」と、東京オリンピッ

ク・パラリンピックに備えて、約２００人の要員シフトを行う２９年度要

員計画を策定した。組織改正では「放送センター建替本部」「２０２０東京

オリンピック・パラリンピック実施本部」を設置した。 

また、人材育成では、海外企業インターンシップ派遣や指導・管理職層

を対象とする部外研修派遣を新設するなど、マネジメント人材の育成を推

進した。 

協会は、ダイバーシティ推進に向けて在宅勤務制度や事業所内保育施設

の安定運用を図るとともに、「育児休業復職支援セミナー」及び「働き方に

制約のある職員の指導・育成術研修」を新設した。２８年度の女性管理職

の割合は７．３％で、前年度から１．２ポイント上昇した。 

人事・労務統括理事は「働き方改革では、記者勤務について裁量労働制

の導入を決めるなど、この１年さまざまな取り組みを行ってきた。２９年

度は、新たな取り組み『働き方チャレンジ』を開始し、休暇取得日数など

の数値目標達成に向けて取り組んでいく」との認識を示した。 

 

（６）経営計画の達成状況をはかる世論調査について 

協会は、経営計画の重点方針の達成状況をはかる１４の経営指標を設け、

半期ごとに世論調査を実施している。１４の指標それぞれについて、ＮＨ

Ｋに対する視聴者の期待度と実現度を尋ね、期待度に実現度をできるだけ

近づけることを目標に事業運営を進めている。 

平成２９年１月に実施した調査では、２８年１月の調査に比べ、「公平・

公正」「正確・迅速な情報提供」「多角的論点の提示」「記録・伝承」「文化

の創造・発展」「多様性をふまえた編成」「新規性・創造性」の７つの指標
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において、視聴者のＮＨＫに対する期待度の大きさは変わらないまま実現

度の評価が上昇し、期待度と実現度の差が縮小した。調査時期には、アメ

リカ大統領選挙関連や各地に被害をもたらした大雪など、視聴者の関心が

高いニュースがあった。 

協会は、ＮＨＫの放送やサービスに接し、内容を知ってもらうことが、

ＮＨＫに対する視聴者の期待度に実現度を近づけることにつながると受

けとめており、公共放送としての役割を果たしていくことで評価の維持向

上に努めたいとしている。 

経営企画統括理事は「１４の指標の調査結果では、今回特に『公平・公

正』『正確・迅速な情報提供』『多角的論点の提示』などの期待度と実現度

の差が縮まっており、協会のニュースを含めたコンテンツの力が視聴者に

届いていると受けとめている。そうした点をデジタルサービスにも展開し、

視聴者の期待に応えていきたい」との認識を示した。 

 

３ 財政状況の確認 

財政の状況について、原則として毎月、経理局から説明を受け、予算の

執行状況を継続的に確認した。また、契約・収納活動状況について、毎月、

営業局から説明を受け、受信料収入等について継続的に内容を確認した。 

四半期業務報告、連結を含めた中間決算報告および決算報告の査閲によ

り、予算・事業計画の執行状況を確認した。 

 

４ 会長、副会長、理事の経費監査 

 会長、副会長、理事の役員交際費、出張旅費、自動車料等の経費につい

て監査を実施した。その結果、経費処理の手続きは適正であることを確認

した。 
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Ⅴ 経営委員会委員の職務執行の監査 

１ 特別監査項目（会長任命のプロセス） 

 監査委員会は、平成２８年度の監査実施計画において、会長任命のプロ

セスにおける放送法および経営委員会規程、「経営委員会委員の服務に関

する準則」等の遵守に関する監査を特別監査項目とした。 

経営委員会は、会長が平成２９年１月に任期満了を迎えることから、平

成２８年７月２６日に会長任命に関する指名部会を立ち上げた。指名部会

は、８月に会長任命にかかる内規を確認し、５項目からなる次期会長の資

格要件を１０月１１日に決定した。１０月２５日に籾井勝人会長（当時）

から協会の業務状況の説明を受け、１１月８日に最終候補者選考の手続き

および経営委員会での会長任命の議決の手続きを確認し、１１月２２日に

籾井会長の業績評価について任期中の事実関係を確認した。１２月６日に、

指名部会で籾井会長の業績評価およびその他の被推薦者について審議し、

次期会長の最終候補者として上田良一氏を決定した。同日、経営委員会は、

全会一致で上田氏を次期会長に任命することを決定し、公表した。 

会長任命の経緯は、指名部会の議事録（第１回から第９回）として１２

月２３日に公表された。 

監査委員会は、次期会長の任命プロセスが、所定の手続きに従った適正

なものだったと認識している。 

 

２ 職務執行の監査 

経営委員会委員の職務執行の状況については、原則月２回開催される経

営委員会への出席と、「経営委員会委員の服務に関する準則」の遵守に関

し全委員から提出された「確認書」等により確認した。また、経営委員会

の打合せ費、会議費、出張旅費、自動車料等の経費について監査を実施し

た。その結果、経費処理の手続きは適正であることを確認した。 

以上 
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